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364.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置－
(2) 水中遊泳型装置（1/11） −設計−

【概要】１号機の現場実証ではX-2ペネからPCV内地下階に調査装置を投入し，ペデスタル外周の広範
囲とペデスタル内の調査を行う

遊泳ルート

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ
（8箇所）

地下階
開口

調査装置 計測器 用途

ROV-A
ガイドリング取付

光ファイバー型γ線量計※
(ROV保護用）

・ケーブルと構造物との干渉回避のためジェットデフにガイドリングを取付ける
・装置の最大使用時間を確認するために移動ルートのγ線量率を測定する※：B2用と同じ

推力：25N 寸法：直径φ25ｃｍ×長さ約110cｍ
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374.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置－
(2) 水中遊泳型装置（2/11） −設計−

推力：50N

調査装置 計測器 用途

ROV-A2
詳細目視

光ファイバー型γ線量計※，改良型
小型B10検出器(ROV保護用)

地下階の広範囲とペデスタル内のCRDハウジングの脱落状況等の目視調査
を行う

※：B2用と同じ

気中監視カメラ(パンチルト)映像イメージ

上部監視カメラ(望遠タイプ)映像イメージ
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384.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置－
(2) 水中遊泳型装置（3/11） −設計−

調査装置 計測器 実施内容

ROV-B
堆積物3Dマッピング

・走査型超音波距離計
・水温計

走査型超音波距離計を用いて堆積物の高さ分布を確認する

ROV-C
堆積物厚さ測定

・高出力超音波センサ
・水温計

高出力超音波センサを用いて堆積物の厚さとその下の物体の状況を計測し、
デブリの高さ、分布状況を推定する

ROV-D
堆積物デブリ検知

・CdTe半導体検出器
・改良型小型B10検出器

デブリ検知センサを堆積物表面に投下し、核種分析と中性子束測定により，デ
ブリ含有状況を確認する

ROV-E
堆積物サンプリング

・吸引式ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ装置
堆積物サンプリング装置を堆積物表面に投下し，堆積物表面のサンプリングを
行う

推力：25N 寸法：直径φ25ｃｍ×長さ約110cｍ
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394.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置－
(2) 水中遊泳型装置（4/11） −設計−

【調査設備の仕様】

【ｹｰﾌﾞﾙﾄﾞﾗﾑとｼｰﾙﾎﾞｯｸｽの
組合状態での仕様】
①耐圧：11kPa
(発泡漏れ試験で漏れなし） 【主な機能】

・PCV内との隔離（隔離弁全開時）
・ｹｰﾌﾞﾙﾄﾞﾗﾑからの調査装置受取・受渡
・隔離弁へのｲﾝｽﾄｰﾙ装置の案内
・ｹｰﾌﾞﾙ監視

【主な機能】
・PCV内との隔離（隔離弁全開時）
・ｹｰﾌﾞﾙ切断（非常回収時）
・窒素注入・窒素置換

【主な機能】
・PCV内との隔離（隔離弁全開時）
・ｼｰﾙﾎﾞｯｸｽへの調査装置受渡・受取
・ｹｰﾌﾞﾙ送り・巻取り（遠隔操作）
・手動ｹｰﾌﾞﾙ巻取り※2

・ｹｰﾌﾞﾙ監視

【主な機能】
・地下階への調査装置の搬入・搬出※1

・ｹｰﾌﾞﾙ送り（遠隔操作）
・地下階照明
・地下階ｹｰﾌﾞﾙの監視 （ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ取付時のみ）
・ｹｰﾌﾞﾙと調査装置の洗浄

詳細調査時の各ペネの
主な用途

※2 通常の操作はモータで行うが，モータが
故障した場合は手動でケーブルを巻き取る

※1 通常の操作は水圧で行うが，ポンプが故障した場合は
PCV外からのポール操作で装置をアンインスト-ルする
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404.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置－
(2) 水中遊泳型装置（5/11） −設計上のリスク対策–

区分 主なリスク(想定されるトラブル) 主な対策(設計に反映)

装置据付
ｼｰﾙﾎﾞｯｸｽとｹｰﾌﾞﾙﾄﾞﾗﾑの覗き窓が
衝撃で割れてﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘを保てない

窓を厚くする。窓を容易に交換できる
構造にする。

ｲﾝｽﾄｰﾙ

ｶﾒﾗｹｰﾌﾞﾙ等が摺動部に挟まり、ｲﾝｽ
ﾄｰﾙ装置が動かなくなる。

挟まる可能性のある箇所はカバーを
設置し挟まり防止措置を行う

屈曲用ﾁｪｰﾝの脱落によりｲﾝｽﾄｰﾙ装
置がｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ開口に向かない。

ﾁｪｰﾝ脱落防止を施した構造にする。

遊泳

ｱｸｾｽﾙｰﾄ構築時のｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ下の干
渉物切断面でのｹｰﾌﾞﾙ裂傷

強いｼｰﾙ材（PUR,PVC）の選定と厚
みで裂傷ﾘｽｸを低減

異物噛み込みによってｽﾗｽﾀが故障
し遊泳が不可となる

各ｽﾗｽﾀを2基搭載し1基が故障しも
残りの1基で帰還できる設計とする

放射線の影響によりｶﾒﾗや照明が故
障し遊泳が不可となる

帰還に必要な前後方ﾊﾟﾝﾁﾙﾄｶﾒﾗと照
明は耐放射線性のものを採用する

予想を超える構造物とｹｰﾌﾞﾙとの摩
擦でROV前進が不可となる

推力を定格以上に出力できるモード
を準備する

堆積物で水中が濁り，水中カメラで
の遊泳が不可となる。

前方気中カメラを取り付ける。（後方
はケーブルを視認して帰還）

ｼﾞｪｯﾄﾃﾞﾌの堆積物や錆等でｶﾞｲﾄﾞﾘﾝ
ｸﾞの吸着力が低下し，ROVの推力に
負けてガイドリングが外れる

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞの吸着状況の確認と外れ
た時の再吸着又は破棄を考慮した
設計とする

ｱﾝｲﾝｽﾄｰﾙ

水圧がかからず，ｲﾝｽﾄｰﾙ装置先端
部の収縮と屈曲の動作ができない。

PCV外からのﾎﾟｰﾙ操作でも収縮と屈
曲動作ができる構造にする

ｹｰﾌﾞﾙﾄﾞﾗﾑ回転ﾓｰﾀ等の故障により，
ｹｰﾌﾞﾙを巻き取れない

手動でドラムを回転させる機構を設
ける。

リスク分析例

リスクを網羅的に分析※し，
設計に反映

図面・解
析

工場内検
証等

モックアッ
プ試験

運用

1 装置搬入
シールボックス/ケーブルド
ラム

開口寸法と干渉物が図面と違いP/A室内に搬入できない。
・アズビルド開口寸法を確認し、搬入計画を策定する。
・アズビルド開口寸法を模擬した開口部模擬体を用いて装置等の搬出入確認試験を行う。 〇 〇

2
搬入の際構造物との衝突や、揚重作業時の落下などにより機
器が破損する。

・機器搬入のモックアップトレーニングを実施する。
・冶具/吊具の使用前点検を徹底する。 〇 〇

3 装置据付 シールボックス
アンカー打設時、アンカーが床面鉄筋に干渉しアンカー打設が
行えない。

・鉄筋配置図を確認し、干渉しない位置で計画する。
・鉄筋探査トレーニングを実施する。
・床面の鉄筋探査を実施。
・シールボックスのアンカー設置穴を長穴にする。

〇 〇 〇

4
床面の凹凸で隔離弁との取合い不良によりシールボックスを
接続できない。

・事前に図面で取り合いを確認する。
・組合せ試験で同じ機器を使用し取り合いを確認する。
・隔離弁設置後床面からの高さを測定し、シールボックスの設計に反映する。

〇 〇

5
隔離弁とシールボックス接続部のガスケット不良によりリークし
てしまう。

・現地接続時に新品を使用する。 〇

6 ケーブルドラム
ケーシングと透明窓の取付部のパッキン不良によりバウンダリ
が保てない。

・現地据付前に新品に交換する。 〇

7
ケーシングの透明窓部が衝撃により割れてバウンダリを保て
ない。

・衝撃で割れないよう窓の厚みを厚くする。
・窓を容易に交換できる構造にする。 〇

8
シールボックス/ケーブルド
ラム

組合せ面のガスケット不良によりバウンダリを保てない。 組合せ時に新品を使用する。 〇

9 ROVインストール
ケーブルドラム/インストー
ル装置

シールボックスのリフトアームが上がっていない状態で、ケー
ブルドラムのROV把持を解除してしまい、ROVが落下し破損す
る。

・リフトアームが上がっている状態を確認してからROV把持を解除する手順とする。 〇 　 〇

10 インストール装置
リフトアームが下端まで下がっていない状態でインストール装
置が押込めず、インストールができない。

リフトアームが下端まで下がっていることを目視確認しインストール装置を押込む手順にする。 〇 　 〇

11
カメラケーブル等が摺動部に挟まり、インストール装置が動か
なくなる。

・ケーブル等が挟まり/入り込みそうな箇所はカバーを設置し挟まり防止措置をする。
・組合せ試験を実施し干渉がないことを確認する。 〇 〇

12
屈曲用チェーンの脱落によりインストール装置が、グレーチング
穿孔部方向に向かない。

チェーンの脱落防止を施した構造にする。 ●

13
先端伸縮シリンダーの異常により、先端伸縮ができずグレーチ
ング穿孔部に先端を挿入できない。

シリンダー異常時には圧力低下によりバネで先端が縮む構造にし、異常時に先端を点検・交換
できる設計にする。 ● 　

14 ケーブル送り装置不良によりケーブルが送れない。 今後の試験でケーブル送り装置の故障モードについて確認する。 〇

15 ケーブルドラム ドラム回転不良によりケーブルが送りができない。
・手動でドラムを回転できる構造にする。
・工場試験でケーブルを手動で送れることを確認する。 〇 〇

16 免震棟と現場の通信不良によりドラム制御不能になる。
・非常停止スイッチを免震棟、P/A室に設置する。
・実機と同様（光ファイバの距離は模擬しない）の通信系統で非常停止が動作する確認を行う。 〇 〇

17 ROVケーブル
アクセスルート構築時のグレーチング/配管切断片によるケー
ブル裂傷。

・比較的裂傷に強い素材をシース材に選定する。（PUR,PVC）
・シース厚を厚くすることで、同一箇所を繰り返し擦らない限り裂傷しにくくする。 ●

18 ROV遊泳 ROV 異物噛み込みによってスラスタが故障し遊泳が不可となる。
・各スラスタを2基ずつ搭載し1基が故障した場合でも残りの1基で帰還できる設計とする。
・ガイドリング4つ目を通過した状態で、前後進スラスタ1台を使用せずにインストール位置まで帰

還できる確認を行う。（他のスラスタも同様）
● 〇

19 放射線の影響によりカメラが故障し遊泳が不可となる。
・帰還に必要なカメラ（前後方パンチルトカメラ）は耐放性カメラを採用する。
・ガイドリング4つ目を通過した状態で、前方パンチルトカメラと後方パンチルトカメラ映像のみで
帰還できる確認を行う。

● 〇

20 放射線の影響により照明が故障し遊泳が不可となる。 耐放射線性のある照明を使用する。 ●

21 構造物とケーブルの摩擦過多によりROV前進不可。
・推力を定格以上に出力できるモードを準備する。
・想定外の干渉物（配管等）を遊泳ルートに配置して、高出力モードで遊泳できる確認を行う。 ● 〇

22 アクセスルート上に干渉物が多く干渉物を回避できない。 事故前の写真等を事前に入手し既知の構造物を計画に反映する。 ●

23 堆積物の舞上がりによって視界不良となり遊泳できない。 堆積物付近でスラスタを強く吹かないような運用とする。 〇

24
PCV内既設水位計にROVおよびケーブルが干渉し遊泳が不可
となる。

ROV投入前にPCV内既設水位計を取り外す。
（東電殿と調整済み） 〇

25 遊泳中にROV制御異常により操作ができなくなる。
・非常停止スイッチを免震棟、P/A室に設置する。
・モックアップ試験で、実機と同様の通信系統で非常停止が動作するか確認する。 〇 〇

26
水中の濁度が高いため視界不良による水中カメラでの遊泳が
不可となる。
（堆積物の舞上がりでない）

・前方気中カメラを取り付ける。（後方はケーブルを視認して帰還）
・前方気中カメラのみで遊泳に支障が無い確認を行う。 ● 〇

27 パンチルトカメラのドームに水滴がつき視界が悪くなる。 ドームに親水性のコーティングを施しておく。 ●

28
ROV内部が浸水したときにケーブルを伝ってケーブルドラム内
に汚染水が来てしまう。

ROVの構造を耐放射線性のある材料を使用し、実績のある水密構造を用いることでROV内部へ
の浸水を防ぐ設計としている。 ●

29
ジェットデフの堆積物や錆等でガイドリングの吸着力が低下
し、ROVの推力に負けてガイドリングが外れる。

ガイドリングに付録体を取付けて、磁石吸着面が水平方向に向く構造とすることで、ガイドリング
が外れても再吸着することができる構造にする。 ● 〇

30 構造物にROVやケーブルが挟まり、身動きが取れなくなる。
・推力を定格以上に出力できるモードを準備する。
・ケーブルが挟まりやすい配管サポートを模擬し、挟まる可能性の確認。挟まった場合の脱出手

順の確認を行う。
● 〇

31 ROVアンインストール インストール装置
先端伸縮シリンダー異常により、先端伸縮ができず、グレーチ
ング穿孔部から先端を抜けない。

シリンダー異常時には圧力低下によりバネで先端が縮む構造にする。 ●

屈曲用チェーンの脱落によりインストール装置が、ガイドパイプ
チ の脱落防止を施した構造にする ●

確認方法（●：実施済、〇：実施予定）

No.
予想されるトラブルの
アイテム（作業項目）

対象部位 想定されるトラブル
対応

（朱記：モックアップ試験対象）

設計反映への対象

※ 堆積物対策を前提とした現場実証の国プロの次回報告会で紹介
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414.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置 －
(2) 水中遊泳型装置（6/11） –製作–

潜水機能付ボート，小型ROV計6種類の水中遊泳型調査装置を製作した

(a) ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ取付用
(ROV-A)

(b) 詳細目視用
(ROV-A2)

(c) 堆積物3Dﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ用
(ROV-B)

(d) 堆積物厚さ測定用
(ROV-C)

(e) 燃料デブリ検知用
(ROV-D)

(f) 堆積物ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ用
(ROV-E)
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424.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置 －
(2) 水中遊泳型装置（7/11） –製作・工場内検証–

潜水機能付ボートと小型ROVの設計・製作を行い，地下階の広範囲移動とペデスタル内への進入，イン
ストールなどの工場内検証を実施した

装置類 工場内検証での主な確認項目（判定基準） 工場内検証結果 説明

調査装置
（ケーブルドラム

含）

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞをｼﾞｮｯﾄﾃﾞﾌに設置できること 見通し確認済※ 4.4(2) (7/10)

ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ外の広範囲を移動できること 見通し確認済※
4.4(2) (8/10)

ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ内への進入ができること 見通し確認済※

ｹｰﾌﾞﾙﾄﾞﾗﾑとｲﾝｽﾄｰﾙ装置の送り機構との連動操作で
ｹｰﾌﾞﾙを送り，回収できること

見通し確認済※ 4.4(2) (10/10)

ｲﾝｽﾄｰﾙ装置 調査装置を地下階に搬出入できること 見通し確認済※ 4.4(2) (10/10)

調査装置とｹｰﾌﾞﾙを洗浄できること 見通し確認済※ 4.4(2) (9/10)

ｹｰﾌﾞﾙ切断用
ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ

非常時に調査装置のｹｰﾌﾞﾙを切断できること 見通し確認済※ −

ｼｰﾙﾎﾞｯｸｽ
ｹｰﾌﾞﾙﾄﾞﾗﾑと連結した状態でPCV内部と隔離できること
（耐圧11kPa）

問題なし 4.4(2) (10/10)

監視ｶﾒﾗ治具
（200A） ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ開口部下側の調査装置のｹｰﾌﾞﾙの状況を監

視できること
見通し確認済※ –

照明
（250A）

※：課題：現場模擬環境下での確認が必要である
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434.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置 －
(2) 水中遊泳型装置（8/11） –工場内検証–

【ガイドリング取付】

• 暗闇での視認性を確認し，ガイドリング取付状況を搭載カメラで確認できる見通しを確認した
• 搭載カメラの映像のみでジェットデフへのガイドリング取付けができる見通しを確認した

暗闇での視認性確認 ガイドリング取付
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444.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置 －
(2) 水中遊泳型装置（9/11） –工場内検証–

【広範囲移動とペデスタル内進入】
搭載カメラの映像のみで調査装置を操作し，1号機PCV内地下階模擬空間※を広範囲移動でき，ペデス
タル内へ進入できる見通しを確認した

※：試験設備の都合上，実機アクセスルートと左右反転した状態で試験を実施

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ①

水平配管
（天井側干渉物想定）

調査装置

ペデスタル内

ペデスタル外

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ②

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ③

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ④

鉛直配管
（シェル側干渉物想定）

ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ内へのｱｸｾｽﾙｰﾄ例

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ①

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ② ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ③

ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ④

※
約300

実際の作業員アクセス
（震災前）

模擬作業員アクセス口
ｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ②

（水中）

模擬ジェット
デフ

模擬ジェットデフ

ジェットデフの間隔：約5ｍ

※ 寸法は写真からの推定値
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454.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置 －
(2) 水中遊泳型装置（10/11） –工場内検証–

【調査装置の地下階搬出入（洗浄含）】

a) 先端位置合わせ

b)洗浄

【課題】先端部が鉛直に向かないため，グレーチング開口に挿入できない
【対策】①グレーチング切断径を大きくする，②インストール装置を前後操作し，自
重で先端部を鉛直に向かせる（上図）

インストール装置で調査装置の地下階搬出入（洗浄含）の見通しを確認した。

模擬ROVに石灰を塗布し、洗浄性
能を確認。凹み部の石灰も洗浄で
き，洗浄性能に課題なし
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464.4 実施事項・成果 －アクセス・調査装置 －
(2) 水中遊泳型装置（11/11） –工場内検証–

【調査装置の耐圧】【連動操作】

ピンチローラ

ケーブル

送り機構

ケーブルドラム・ピンチローラの
コントローラ（連動機能付）

ケーブル送り機構の
コントローラ

ケーブルドラム，ピンチローラとケーブル送り機構
の連動操作でケーブルを地下階に送り，回収でき
る見通しを確認した

16：27 17：44

ケーブルドラムとシールボックスを接続した状態で
耐圧漏れ試験を実施し，漏洩しないことを確認した
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474.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（1/22） －
計測技術一覧

計測技術 計測目的
搭載予定の
アクセス装置

説明

形状・
寸法

計測技術

超音波ソナー
水中の燃料デブリ等の

3Dマッピング
アーム型（2号機） 4.5(1)(i)

走査型超音波
距離計

堆積物の3Dマッピング 水中遊泳型（1号機） 4.5(1)(ii)

光切断法
気中の構造物等の

3Dマッピング
アーム型（2号機） 4.5(1)(iii)

高出力超音波
センサ

堆積物の厚さ測定
（堆積物下の物体確認）

水中遊泳型（1号機） 4.5(1)(iv)

低周波超音波
センサ

ペデスタル壁面の
残厚測定

－（計測技術のみ開発） 4.5(1)(v)

放射線
計測技術

γカメラ
γ線量率分布

（燃料デブリ分布の確認）
アーム型（2号機） 4.5(2)(i)

CdTe半導体検出器
＋改良型小型B10検出器

堆積物内・下の
燃料デブリ判定

水中遊泳型（1号機） 4.5(2)(ii)

位置特定
技術

単眼カメラ
(特徴点-画像対応)

調査装置の位置特定 水中遊泳型(1号機) 4.5(3)
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484.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（2/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 （ⅰ) 超音波ソナー

ソナー部

パン機構部

耐放性試験結果

ソナーヘッド

超音波ソナー外形図

パン機構の組立

線源

回転機構

放射線環境下での回転機構の
動作特性確認試験

 ソナーの設計及び製作を実施した。
 パン機構はガンマカメラと共通設計とした。
 パン機構、外殻、ソナーヘッド製作を行い、組立（実施中）、確

認試験（パン機構の動作確認、最終重量チェック等：実施中）

機能 検証結果

耐放射線性
パン機構含め10kGy以
上の耐放射線性を確認

計測性能
水中試験により50mm
の分解能を有すること
を確認

防水性
シール材による防水確
保を実施予定

主な機能と検証結果
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494.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（3/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅱ） 走査型超音波距離計(1/3)

堆積物3Dマッピングシステムの設計・製作及び適合性検証(単体・組合試験)を実施し，ROVに搭載した状
態で計測できる見通しを確認した

適合性検証内容

図4.5(1)(ⅱ)-1 堆積物3Dマッピングシステムの構成

分類 確認項目

単体試験①
（現場実証に適用するセ
ンサ，計測器と実機仕様
と同じケーブル（複合化な
し）を接続した状態で行う
試験）

測定可能な範囲

測定精度

分解能

測定外乱
の影響

濁水

電気ﾉｲｽﾞ

単体試験② 3D表示機能

組合試験
（現場実証に適用するセ
ンサ，計測器をROVと組
合せた状態で行う試験）

計測動作の確認、

ROVの姿勢の影響

測定外乱
の影響

電気ﾉｲｽﾞ
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504.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（4/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅱ） 走査型超音波距離計(2/3)

図4.5(1)(ii)-2 3D表示機能

単体試験結果（平成29年度実施）

項目（ ）内：ニーズ元要求 確認結果

測定可能
な範囲

距離 500～3000mm

入射角 ±50°以内

分解能
3m先の水平方向の分解能
は50mm以内，走査ピッチ間
の超音波ビームはラップ

測定精度

鉛直
（±50mm）

高さ：1.2mm（RMSE)
距離：2.0mm（RMSE)

水平
（±200mm）

6.2mm（RMSE)

測定外乱
の影響

濁水
視程6cm濁水時の減衰率
-10dB/m※

電気ノイズ
最大感度，最大速度のメカ
走査で電気ノイズはない

調査装置の位置情報をもとに堆積物の3Dプロファイ
ル（超音波3D計測デ－タ）をD/W１階の3D図面に重
ねて表示する3次元表示(STL ※1)ソフトを製作した

※1 STL:Standard Triangulated Languageの略で三次元形状を表
現するデータを保存するファイル保存形式
※2 磁石を貼付た脚付平板の超音波3D計測データ

【単体試験①（平成29年度実施）】 【単体試験②（3D表示機能）】

点群表示 ボクセル表示

超音波計測
3Dデータ※2

堆積物3Dマッピングの測定要領に必要な基本特
性を確認し，測定精度がニーズ元要求を満足する
ことを確認した

※濃い濁水中でも距離2200mmまで計測可。
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514.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（5/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅱ） 走査型超音波距離計(3/3)

【組合試験（平成30年度実施）】
ROVの姿勢と電気ノイズの影響は小さく3Dデータを収集できること，点群とボクセルの3D表示ができるこ
と，測定精度がニーズ元要求を満足することなどを確認した

A-A断面（配管埋没部）

測定値989mm(真値約994㎜）

測定値26mm
（真値約31mm)

測定値71mm
（真値約84mm)

B-B断面（配管露出部）

アンカー

アンカー

100A配管
(半分埋没)

円柱

砂山

50A配管
(半分埋没)

平板

B

BA

A
C

C

↑水槽底面

測
定

値
9
3
m

m
(真

値
約

9
5
m

m
)

測
定

値
2
1
0
m

m
(真

値
約

2
2
0
m

m
)

C-C断面

アイボルト
ボクセル表示

上面

点群表示アイボルト

上面
(Φ120㎜)

寸法測定表示

点群表示
(連結後)

図4.5(1)(ⅱ)-3 堆積物3Dマッピング組合せ試験結果

課題：ガイドリングを通過した条件での測定できることの確認，実機での3Dデータの重ね合わせなど
対応：モックアップ試験設備で行う組み合わせ試験で確認
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524.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（6/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅲ） 光切断法

 代替カメラ（耐放射線性カメラ）の適合性検証試験（放射線環境下での計測精度検証）を実施し，

計測用カメラを選定

 耐放射線性試験及び摺動試験を実施し，稼働部の光ファイバ被覆を選定

 実機用機材の製作を実施
計測用カメラ
（耐放射線性カメラ）

光切断法による形状・寸法計測装置外観

側視ミラー

スキャナヘッド
（MEMSミラー，レンズ搭載）

ツールチェンジャ

放射線影響下（照射室）での計測精度検証

レーザ出射窓

断熱材＋ヒーター

形状・寸法計測装置

0.8kGy/h
50℃

ノイズ多い
S/N比小さい

1.0kGy/h
50℃

ノイズ少ない
S/N比大きい

不採用カメラの画像 採用カメラの画像 光ファイバ摺動試験
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534.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（7/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅳ） 高出力超音波センサ（堆積物厚さ測定用）（1/4）

図4.5(1)(iv)-1 堆積物厚さ測定
システムの構成

分類 確認項目

予備試験
(類似センサで行う試
験や解析による評価)

堆積物の粒径の影響

堆積物内在気泡(水の放射線分解）の
影響

堆積物内の温度勾配の影響

堆積物材質,混合粒径の影響

単体試験
（現場実証に適用する
センサ(センサ要素含)，
計測器と実機仕様と
同じケーブル（複合化
なし）を接続した状態
で行う試験）

耐放射線
性

プリアンプ

センサ

測定可能な深さ範囲

測定精度

分解能

組合試験
（現場実証に適用する
センサ，計測器をROV
と組合せた状態で行う
試験）

計測動作の確認、

ROVの姿勢の影響

測定外乱
の影響

音響的ノイズ

電気ノイズ

適合性検証内容

堆積物厚さ測定システムの設計・製作及び適合性検証(単体・組合試験)を実施し，ROVに搭載した状態で
計測できる見通しを確認した
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544.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（8/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅳ） 高出力超音波センサ（堆積物厚さ測定用）（2/4）

確認項目 確認結果（予備・単体試験）

堆積物厚さ測定可能範囲
• 100kHzの場合：0.04～最大0.5m（但し、粒径400um以上の場合は最大1m）
• 10kHzパラメトリック計測の場合：100kHzの測定可能範囲より広い

堆積物厚さ測定精度
代表的な粒径と温度での音速適用時の測定精度は±7%
（粒径，温度勾配の影響含）

分解能 方位分解能：56mm,，時間分解能：43us(約40mm)@100kHz

測定外
乱・環境

因子

堆積物の粒径の
影響

• 粒径(45～1700um)に起因する測定誤差は±5%程度※
• 川砂のような混合粒径であって適用可能である見込み
※ 単一粒径の音速は水の約1.1～1.2倍（粒径で異なる）であるため、実機では
暫定的に水の1.15倍（粒径900μm相当）の音速を適用予定

堆積物内在気泡(水

の放射線分解）の影響
10〜100Gy/hのγ線では水の放射線分解に起因する堆積物内在気泡の影響は
現れない（図4.5(1)(iv)-2参照）

堆積物内の温度勾
配の影響

温度勾配に起因する測定誤差は±2.3%程度である
（約20℃水温の音速を基準に10℃～40℃を想定）

電気ノイズ パラメトリック計測には低周波ノイズの抑制のため十分なアースが必要※

耐放射線
性

プリアンプ
照射で出力波形（10kHz)にノイズ（2MHz）が発生したが、ローパスフィルタで除去
でき、照射前の出力波形を再現可能（図4.5(1)(iv)-3参照）

センサ
照射で14%の感度低下を確認（測定に大きく影響するレベルではない）
（図4.5(1)(iv)-3参照）

単体試験結果（主に平成29年度実施）

※：エアロック室前通路のアースで対応できる見通し
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554.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（9/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅳ） 高出力超音波センサ（堆積物厚さ測定用）（3/4）

(1) 試験条件
a) 線量率：10Gy/h（堆積物表面），

100Gy/h（燃料デブリ表面）
b) 照射時間：約8日間
(2) 試験結果
10〜100Gy/hのγ線では水の放射線分
解に起因する堆積物内在気泡の影響は
現れないことを確認

【耐放射線性】

図4.5(1)(iv)-3 センサとプリアンプに及ぼす累積線量の影響

(a) センサ (b) プリアンプ

(1) 試験条件
a) 線量率：10kGy/h(センサ部環境）
b)累積線量：最大1kGy以上
(2) 試験結果
センサ 照射で14%の感度低下を確認
（測定に大きく影響するレベルではな
い）
プリアンプ 照射で出力波形（10kHz)
にノイズ（2MHz）が発生したが，ロー
パスフィルタで除去でき，照射前の出
力波形を再現できることを確認

【堆積物内在気泡(水の放射線分解）の影響】

図4.5(1)(iv)-2  超音波の透過性に及ぼす水の放射線分解の影響
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56

【組合試験（平成30年度実施）】
• 水深2.1mのプールで (a)100kHz基本測定方式と(b)

パラメトリック方式の2方式を高速に切替ながら(図
4.5(1)(iv)-4 ) ROVを航行し，厚さ100mmと300mmの
模擬堆積物の厚さ測定を実施

• 航行姿勢や外乱ノイズの影響は小さく，堆積物の表
面と底面および埋設物を画像化でき，堆積物厚さを
測定できることを確認（図4.5(1)(iv)-6 ）

センサ

・・・

0.2ｓ 0.2ｓ

(a)
100kHz

(b)
ﾊﾟﾗﾒ

(a)

① ② ③
① ② ③ ・・・

取得波形を
色相変換し
可視化

(a)
(b)

(a) ・・・

・・・
航行方向

送受信位置

図4.5(1)(iv)-4  組合試験での画像化方式
図4.5(1)(iv)-6  堆積物厚さ測定画像例

図4.5(1)(iv)-5 試験状況

プール
底面

送受信位置 (航行方向)

伝
搬
時
間

（
深

さ
方

向
）

CB

A

並進航行

C

推進航行模擬堆積物の
バケット

ROV

コンクリート片
50A配管

A

C

厚さ300mm

バケット
のふち

厚さ100mm

C
B

4.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（10/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅳ） 高出力超音波センサ（堆積物厚さ測定用）（4/4）

プール
底面

課題：ROVがガイドリングを通過した条件で測定できることの確認など
対応：モックアップ試験設備で行う組み合わせ試験で確認
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574.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（11/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅴ） 低周波超音波センサ（ペデスタル壁面残厚測定用）（1/4)

図4.5(1)(v)-1 単体試験の装置構成

【測定上の課題】
底面のエコーの他に，骨材(最大20mmφ）のエコーを受
信するため，底面エコーと骨材エコーの識別が課題

路程 [m]
0.0 0.80.4 1.2 1.6

波
高

値
[V
]

0.8

0.0

‐0.8

収録波形（例）

100 150 200500
周波数 [kHz]

強
度

[A
.U
.]

35kHz
90kHz

115kHz
周波数解析（FFT ）

信
号

強
度
[V
]

路程 [m]
0.0 0.80.4 1.2 1.6

0.8

0.0

‐0.8

信
号

強
度

[V
] 0.8

0.0

‐0.8

信
号

強
度

[V
]

0.8

0.0

‐0.8

底面エコー

骨材エコー

【波形の特徴(図4.5(1)(v)-2参照)】
• 高周波数成分の信号（100Hz以上）には骨材エコー

が多く，底面エコーが殆ど含まれない
• 低周波数成分の信号（50kHz）には底面エコーが含ま

れている 図4.5(1)(v)-2 収録波形、周波数解析結果(例)

プリアンプ レシーバ

制御PC

デジタル・オシロ

発信機パワーアンプ

超音波センサ
・周波数：100kHz
・振動子径：φ70mm

1.
2m

【測定原理】
残厚に相当するコンクリ－ト裏面(底面)までのエコー伝
搬時間と音速(4km/s)からペデスタル壁面残厚を計測

分類 確認項目

単体試験
（実機用を模擬し
たセンサ，計測
器と実機仕様と
同じケーブル（複
合化なし）を接続
した状態で行う
試験）

センサ選定

センサの耐放射線性

測定条件

測定可能な残厚範囲

測定精度

分解能

115kHz以上

90～115kHz

35～90kHz

適合性検証内容

堆積物回収後の調査となるため開発の優先度を下げ，ペデスタル壁面残厚測定用センサの試作と単体試
験のみ実施。この試験で測定条件を検討し，測定性能を確認した。
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584.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（12/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅴ） 低周波超音波センサ（ペデスタル壁面残厚測定用）（2/4)

確認項目（ ）ニーズ元要求 試験結果まとめ

センサ仕様

共振周波数 100kHz

振動子径 Φ70mm（送信用，受信用）

耐放射線性 累積1kGy以上（図4.5(1)(v)-3)

測定条件

励振周波数 50kHz

バンドパスフィル
タ（BPF)周波数

透過中心周波数：50kHz
減衰率：-14dB/oct.

送受センサ間隔 450mm(図4.5(1)(v)-4参照)

センサ走査と収録
間隔

ペデスタル外壁面を周方向走
査し、50mm間隔で波形収録

処理
9波形以上を平均化処理
(図4.5(1)(v)-5参照)

測定可能
残厚範囲

(図4.5(1)(v)-6)

インナースカート
がない領域

0.3ｍ～1.2m

インナースカート
がある領域

0.3m～0.6m※
※インナースカートの深さ

測定精度(±100㎜) 100mm

分解能
時間分解能 200mm

方位分解能 400mm

単体試験結果（平成29・30年度実施） 【耐放射線性】
(1) 試験条件
a) 線量率：10Gy/h(ペデスタル外）
b)累積線量：最大1kGy以上
(2) 試験結果
線量率10Gy/h×116h(約5日）のγ線照射(累積
1.16kGy）で波形に変化はなく，調査に必要な耐放射線
性を持つことを確認

図4.5(1)(v)-3 耐放試験結果例

照射前 照射後
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594.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（13/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅴ） 低周波超音波センサ（ペデスタル壁面残厚測定用）（3/4)

0.
6m

1.
2m

エコー信号に低周波成分が多く含まれるような条件で計測
・送信センサを共振周波数（100kHz）より低い周波数（50kHz）
の電気信号で励振するため，送信と受信のセンサ間距離（L)
を大きくする

（同じ面積の音源であれば，低周波(長波長)の超音波の方
が放射角が大きくなる性質を活用）

送 受 送 受

図4.5(1)(v)-4 センサ間距離の検討 図4.5(1)(v)-5 波形平均化の効果

測定場所を変えながら波形を収録して平均化することに
より、S/Nの向上を図る

【送信/受信のセンサ間距離(L)の検討】 【S/Nの向上】

L=450mm
底面S/N良好

2.0

0.0

‐2.0
0.0 1.60.80.4 1.2

信
号

[V
]

路程 [m]

L=350mm
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信
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[V
]
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2.0

0.0
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0.0 1.60.80.4 1.2

信
号

[V
]

路程 [m]

2.0

0.0

‐2.0
0.0 1.60.80.4 1.2

信
号

[V
]

路程 [m]

底面エコー

・A1-EF1～A5-EF5の9波形を平均化

・A-EFライン,AB-Fライン,…18波形を平均化

底面エコー
2.0

0.0

‐2.0
0.0 1.60.80.4 1.2

信
号

[V
]

路程 [m]

2.0

0.0

‐2.0

信
号

[V
]

2.0

0.0

‐2.0

信
号

[V
]

2.0

0.0

‐2.0
信

号
[V

]

A1‐EF1

A1.5‐EF1.5

A2‐EF2

A5‐EF5

・
・
・

底面

底面

底面

センサ間距離を一定(450mm)とし、
50mmピッチで、1.2m厚試験体上面を走査

A

B

C

D

E

F

1 2 3 4 5

送

受

ペデスタル
壁面周方向
に走査する
ことを想定



©International Research Institute for Nuclear Decommissioning

604.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（14/22） －
（1） 形状・寸法計測技術 (ⅴ） 低周波超音波センサ（ペデスタル壁面残厚測定用）（4/4)

• 板厚0.6mと1.2mの試験体の底面エコーを受信
• 模擬インナースカートからのエコーを受信し，模擬インナー

スカート超の底面エコーは受信不可
• 高さ1m以下で路程0.6mにエコーがあればインナースカート

は残存、内面浸食はスカートに到達していないと判断
• 不感帯により残厚0.3m以下の残厚測定は不可

＜測定可能な残厚範囲＞
• インナースカートがない領域：0.3ｍ～1.2m
• インナースカートがある領域：0.3m～0.6m※
※ ペデスタル内面浸食のインナースカートへの到達の有無の判定に適用できる可能性有

0.
6m

2.0

0.0

‐2.0
0.0 1.60.80.4 1.2

信
号

[V
]

路程 [m]

底面エコー

不感帯

底面

1.
2m

2.0

0.0

‐2.0
0.0 1.60.80.4 1.2

信
号

[V
]

路程 [m]

底面エコー

不感帯

底面

図4.5(1)(v)-6 残厚測定結果
0.
6m

1.
2m

模擬インナースカート
（補強鉄板）

2.0

0.0

‐2.0
0.0 1.60.80.4 1.2

信
号

[V
]

路程 [m]

エコー
インナースカート

不感帯

底面

【ペデスタル壁面残厚測定可能な範囲】

ペデスタル壁面基部を含む異なる高さで，センサを周方向に走
査する必要があるため，ペデスタル外壁面の堆積物回収と干
渉物の撤去が必要

水

コンクリート

インナー
スカート

約1.0m

ペデスタル
コンクリート壁1.2 m

PCV
シェル

0.6 m
センサ

【実機適用時の前提】

課題：熱劣化など，実機で想定されるコンクリートの状態での適用性検証
対応：1号機PCV内部詳細調査で実施予定の詳細目視結果をもとに試験条件の設定と検証が必要



©International Research Institute for Nuclear Decommissioning

614.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（12/18） －
（2） 放射線計測技術 (ⅰ） γカメラ

 γカメラの設計及び製作を実施した。

 パン機構は超音波ソナーと共通設計とした。

 パン機構、外殻、γカメラ部の製作を実施し、組立、確認試験(

パン機構/コリメータの動作確認、最終重量確認)を実施した。

パン機構

γカメラ外観

パン機構背面

ドライブモータコリメータ

ディテクタ

回転機構

γカメラ外形図

コリメータ

ガンマカメラ部

機能 検証結果

耐放射線性 構成部品が10kGy以上の耐
放射線性を有することを確認

計測
性能

照射試験によりダイナミック
レンジ1-1000Gy/hrを確認

防水性 シール材による防水確保を
確認予定

主な機能と検証結果

ダイナミックレンジ(上限)確認

1000Gy/hr条件で、
線源を評価
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624.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（16/22） －
（2） 放射線計測技術 (ⅱ） CdTe半導体検出器・改良型小型B10検出器（燃料デブリ検知用）(1/4)

図4.5(2)(ⅱ)-1 堆積物内・下の
燃料デブリ検知システムの構成

適合性検証内容

分類 確認項目

単体試験①
（現場実証に適用する
センサ，計測器と実機
仕様と同じケーブル
（複合化なし）を接続し
た状態で行う試験）

検出効率

γ線核種分析性能

中性子検知性能

測定外乱
の影響

高線量γ線

電気ﾉｲｽﾞ

分極作用

単体試験② 使用済燃料での応答

組合試験
（現場実証に適用する
センサ，計測器をROV
と組合せた状態で行う
試験）

計測動作の確認、

ROVの姿勢の影響

測定外乱
の影響

電気ﾉｲｽﾞ

燃料デブリ検知システムの適合性試験(単体・組合試験)を実施し，ROVに搭載した状態で計測できる見通
しを確認した
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634.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（17/22） －
（2） 放射線計測技術 (ⅱ） CdTe半導体検出器・改良型小型B10検出器（燃料デブリ検知用）(2/4)

確認項目 確認結果

検出効
率

Eu-154 2.2×10-4cps/Bq(誤差±10%）

Cs-137 1.6×10-3cps/Bq(誤差±14%）

Co-60 1.8×10-4cps/Bq(誤差±26%）

熱中性子 0.28 cps/nv （図4.5(2)(ⅱ)-5）

Co-60とEu-154の
ピーク弁別性

Eu-154のピーク半値幅が33keV以内
であり，弁別可（図4.5(2)(ⅱ)-3）

検出限
界

CdTe 0.08cps

改良B10 0.03cps

測定外
乱影響 分極作用

測定1時間後も分極発生なし
（図4.5(2)(ⅱ)-4）

高線量γ
線の影響

約120Gy/h以下ではγ線と中性子を
弁別できる見通し※（図4.5(2)(ⅱ)-6）

電気ノイ
ズ

ノイズ対策（フェライトコアとグランド
の統一）でケーブル長60m使用時の
ノイズを低減できる見通しを確認

使用済燃料での応答 Eu-154と中性子を検知できた
（図4.5(2)(ⅱ)-7）

単体試験結果（平成29・30年度実施）

コリメータ付タングステン遮蔽体内にCdTe検出器を
配置し、ケーブル長60mで各種応答取得

【CdTe検出器の単体試験結果】

51mm

遮蔽内に水平に設置

図4.5(2)(ⅱ)-2 タングステン遮蔽体及びCdTe検出器外観

センサ プリアンプ

図4.5(2)(ⅱ)-3 Eu-154 γ線測定結果

※さらに高いγ線量場下での弁別性は更なる検討が必要
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644.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（18/22） －
（2） 放射線計測技術 (ⅱ） CdTe半導体検出器・改良型小型B10検出器（燃料デブリ検知用）(3/4)

【CdTe検出器の単体試験結果（続）】

【改良型小型B-10検出器の単体試験結果】

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00
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1.E+03

0 50 100 150 200 250

計
数

率
[c
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]

波高値 [channel]

0Gy/h
26Gy/h
120Gy/h
270Gy/h
376Gy/h

図4.5(2)(ⅱ)-6 Co-60高線量率下での中性子測定結果

100mm
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]
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照射前

感度

計数率
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図4.5(2)(ⅱ)-5 Cf-252を用いた中性子測定結果

 改良型小型B-10検出器に60m長同軸ケーブ
ルを接続し各種応答取得

 熱中性子感度の波高値しきい値依存性を取
得

 100Gy/hを超える環境で中性子応答取得

図4.5(2)(ⅱ)-4 分極発生有無の確認結果
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【使用済燃料集合体での応答】

4.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（19/22） －
（2） 放射線計測技術 (ⅱ） CdTe半導体検出器・改良型小型B10検出器（燃料デブリ検知用）(4/4)

【ROVとの組合試験】

計測装置天井クレーン

燃料検査プール

燃料集合体

ケーブル

収納容器

約7m

燃
料

・CdTe検出器
・改良型⼩型B-10 検出器
・電離箱
・模擬遮蔽体
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■試験構成
■測定データ

ROV搭載カメラとLEDによる電気ノイズの発生はなかったが，ケーブルドラムのモータ駆動時にノイズが発生
した。測定時はROVを静止するため，ノイズは問題なしと判断

【CdTe半導体検出器】約20Gy/h下でEu-154検知に成功

【改良型小型B-10検出器】約20Gy/h下で中性子検知に成功

プール内部(側⾯から)

燃料集合体収納容器

図4.5(2)(ⅱ)-7 使用済燃料集合体での応答確認結果

課題：センサ着座可能ポイントの判断基準，現場の状況に応じた測定時間の設定など
対応：現場実証の詳細計画で検討

中性子検知
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664.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（20/22） －
（3） 位置特定技術 (ⅰ)単眼カメラ (1/3)

図4.5(3)(i)-1 単眼カメラによる位置特定原理

位置特定システムの設計・製作および工場内検証（単体・組合試験）を実施し，ニーズ元要求精度
（±200mm）内で位置を特定できる見通しを確認した

適合性検証内容

分類 確認項目 確認結果

単体試験

位置特定誤差

図4.5(3)(i)-3,4特徴点の視認性

ROV姿勢影響

組合試験

ROV取付位置キャリブ
レーション 図4.5(3)(i)-5,6

カメラ歪み補正

絶対座標系の原点

Z

ROV位置

特徴点
（ラジアル

ビーム交点）ROV座標系

図4.5(3)(i)-2 構造物の特徴点を利用した
ROVの位置特定方法
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674.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（21/22） －
（3） 位置特定技術 (ⅰ)単眼カメラ (2/3)

X軸方向誤差：
-18.1～+12.0 mm

Y軸方向誤差：
-40.4～+28.8 mm

角度誤差：
-1.1～+1.9度

‐60

‐40

‐20

0

20

40

‐40 ‐20 0 20 40
X軸方向誤差（mm）

Y軸
方

向
誤

差
（
m
m

） ROV位置

特徴点A+B
特徴点C+D
特徴点A+C
特徴点A+D

特徴点B+D
特徴点B+C

画像中特徴点指定
誤差：±1画素

図4.5(3)(i)-3 ROVの位置特定誤差結果例

【CAD図面による位置特定誤差評価（単体試験）】 【実機模擬構造物による評価（組合試験）】

特徴点A

特徴点C

特徴点B

特徴点D

 3D-CAD空間内の特徴点と取得想定画像を用
いて位置特定誤差を評価

 画像中特徴点指定誤差±1画素で最大誤差
40mmを確認

 実機ラジアルビーム模擬体とROVを測定位置関係を保持
して設置し撮像、特徴点の視認可を確認

 撮像画像からROV位置算出し最大誤差242mmを確認

CAD画像

図4.5(3)(i)-4 実機模擬体によるROV位置誤差結果例

ROV

ラジアルビーム
模擬体

撮像画像例

特徴点

X軸方向誤差：
-109.0～+103.8 mm

Y軸方向誤差：
+89.5～+242.2 mm

角度誤差：
-3.5～+1.4度

3002001000‐100‐200‐300
‐300

300

200

100

0

‐100

‐200

ROV位置

X軸方向誤差（mm）

Y軸
方

向
誤

差
（
m
m

） 前方カメラ
上前方カメラ
上後方カメラ
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684.5 実施事項・成果 － 要素技術の適用性検証（22/22） －
（3） 位置特定技術 (ⅰ)単眼カメラ (3/3)

【カメラ歪み補正・ROV取付位置キャリブレーション（組合試験）】

 歪み補正プレートを用いた画像の歪みと基準プレートを用いた各カメラ位置の補正
 この補正により最大誤差が242→145mmに低減することを確認

図4.5(3)(i)-5 カメラ歪みおよび位置姿勢算出方法概要
図4.5(3)(i)-6 補正値反映によるROV位置

誤差結果例

歪み補正前 歪み補正後

カメラ位置測定治具 撮像画像例

補正基準点

X軸方向誤差：
-123.6～-68.5 mm

Y軸方向誤差：
+90.7～+145.3 mm

角度誤差：
-4.6～+1.5度

補正結果反映単体精度試験撮像画像

‐300

300
200

100

0

‐100

‐200Y軸
方

向
誤

差
（
m
m

）

3002001000‐100‐200‐300

ROV位置

X軸方向誤差（mm）

前方カメラ
上前方カメラ
上後方カメラ

ROVを覆い撮像

基準プレート

課題：視野内の特徴点が電線管等で隠れていた場合の対応など
対応：隠れた交点（特徴点）を2本の梁から求める外挿法やジェットデフなどの水中構造物を用いた位置

特定など検討する

歪み補正プレート


